【様式１】
応　募　表　明　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　
　兵庫県知事　 齋 藤  元 彦　 様
　　　　　　　　　　　申 請 者　　法人等所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　法人等名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名

　「今後の住宅政策の在り方検討調査」及び「県営住宅整備・管理計画の見直し等策定」業務委託公募型プロポーザル募集要項５(1)に基づき、応募の意思があるため、応募表明書を提出します。
　また、同要項３に掲げる応募資格の要件を全て満たしていることを誓約します。
　　　　　　　　　　　　　　担 当 者　　所　　属
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　話
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール　
【様式２】
応　募　申　請　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　
　兵庫県知事　 齋 藤  元 彦　 様
　　　　　　　　　　　申 請 者　　法人等所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　法人等名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名

「今後の住宅政策の在り方検討調査」及び「県営住宅整備・管理計画の見直し等策定」業務委託公募型プロポーザル募集要項５(2)に基づき、下記の関係書類を添えて応募します。
記

　
	名　称
	所定様式
	任意様式
	部数

	１　企画提案書
	－
	○
	10部 

	２　業務実施体制
	様式３
	－
	２部

	３　総括担当者の業務実績
	様式４－１
	－
	２部

	４　主任担当者の業務実績（住生活）
	様式４－２
	－
	２部

	５　主任担当者の業務実績（高齢者）
	様式４－３
	－
	２部

	６　主任担当者の業務実績（住宅確保要配慮者）
	様式４－４
	－
	２部

	７　主任担当者の業務実績（県営住宅）
	様式４－５
	－
	２部

	８　業務実績を証明するもの（契約書等）のコピー
	－
	○
	２部

	９　経費見積書（住宅政策）
	様式５－１
	－
	２部

	10　経費見積書（県営住宅整備・管理）
	様式５－２
	－
	２部


【様式３】
業　務　実　施　体　制
	役　割
	予定担当者名
	所属・役職

	総括担当者
	
	

	主　任　担　当　者
	住生活基本計画
	
	

	
	高齢者居住安定確保計画
	
	

	
	住宅確保要配慮者向け賃貸住宅供給促進計画
	
	

	
	県営住宅整備・管理計画
	
	


※１　総括担当者は、主任担当者を一つだけ兼ねることができる。
※２　住生活基本計画、高齢者居住安定確保計画及び住宅確保要配慮者向け賃貸住宅供給促進計画の主任担当者は兼ねることができる。
【様式４－１】
総括担当者の業務実績

担当者名：

１　住生活基本計画の策定・改定に係る業務
（☐ 同種業務の実績あり　☐ 類似業務のみ実績あり　☐ ともに実績なし）
	同種業務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	

	類似業務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	


２　高齢者居住安定確保計画の策定・改定に係る業務
（☐ 同種業務の実績あり　☐ 類似業務のみ実績あり　☐ ともに実績なし）
	同種業務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	

	類似業務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	


３　住宅確保要配慮者向け賃貸住宅供給促進計画の策定・改定に係る業務
（☐ 同種業務の実績あり　☐ 類似業務のみ実績あり　☐ ともに実績なし）
	同種業務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	

	類似業務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	


４　公営住宅の整備・管理計画の策定・改定に係る業務
（☐ 同種業務の実績あり　☐ 類似業務のみ実績あり　☐ ともに実績なし）
	同種業務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	

	類似業務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	


※ 本様式には、業務実績として過去10年間（平成27年度から令和６年度までに業務が完了したもの）に総括担当者又は主任担当者として携わったものを記入すること。
※ １～４の各業務について、「同種業務の実績あり」、「類似業務のみ実績あり」、「ともに実績なし」のいずれかを選択すること。また、同種業務の実績がある場合は、同種業務欄のみ記入し、類似業務欄の記入は不要。
※ 同種業務欄には、該当する計画の策定・改定に係る業務のうち、発注機関が国又は都道府県であるもの（代表的なもの一つ）を記入すること。
※ 類似業務欄には、該当する計画の策定・改定に係る業務のうち、発注機関が県内市町であるもの（代表的なもの一つ）を記入すること。
※ 当時の役割については、総括担当者、主任担当者のいずれかにチェックすること。
【様式４－２】
主任担当者の業務実績
（住生活基本計画改定業務）

担当者名：

（☐ 同種業務の実績あり　☐ 類似業務のみ実績あり　☐ ともに実績なし）
	同　種　業　務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	

	類似業務（同種業務の実績がない場合のみ記入）
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	


※ 本様式には、業務実績として過去10年間（平成27年度から令和６年度までに業務が完了したもの）に総括担当者又は主任担当者として携わったものを記入すること。
※ 住生活基本計画の策定・改定に係る業務について、「同種業務の実績あり」、「類似業務のみ実績あり」、「ともに実績なし」のいずれかを選択すること。また、同種業務の実績がある場合は、同種業務欄のみ記入し、類似業務欄の記入は不要。
※ 同種業務欄には、発注機関が国又は都道府県である住生活基本計画の策定・改定に係る業務のうち、代表的なものを一つ記入すること。
※ 類似業務欄には、発注機関が県内市町である住生活基本計画の策定・改定に係る業務のうち、代表的なものを一つ記入すること。
※ 当時の役割については、総括担当者、主任担当者のいずれかにチェックすること。
【様式４－３】
主任担当者の業務実績
（高齢者居住安定確保計画改定業務）

担当者名：

（☐ 同種業務の実績あり　☐ 類似業務のみ実績あり　☐ ともに実績なし）
	同　種　業　務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	

	類似業務（同種業務の実績がない場合のみ記入）
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	


※ 本様式には、業務実績として過去10年間（平成27年度から令和６年度までに業務が完了したもの）に総括担当者又は主任担当者として携わったものを記入すること。
※ 高齢者居住安定確保計画の策定・改定に係る業務について、「同種業務の実績あり」、「類似業務のみ実績あり」、「ともに実績なし」のいずれかを選択すること。また、同種業務の実績がある場合は、同種業務欄のみ記入し、類似業務欄の記入は不要。
※ 同種業務欄には、発注機関が国又は都道府県である高齢者居住安定確保計画の策定・改定に係る業務のうち、代表的なものを一つ記入すること。
※ 類似業務欄には、発注機関が県内市町である高齢者居住安定確保計画の策定・改定に係る業務のうち、代表的なものを一つ記入すること。
※ 当時の役割については、総括担当者、主任担当者のいずれかにチェックすること。
【様式４－４】
主任担当者の業務実績
（住宅確保要配慮者向け賃貸住宅供給促進計画改定業務）

担当者名：

（☐ 同種業務の実績あり　☐ 類似業務のみ実績あり　☐ ともに実績なし）
	同　種　業　務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	

	類似業務（同種業務の実績がない場合のみ記入）
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	


※ 本様式には、業務実績として過去10年間（平成27年度から令和６年度までに業務が完了したもの）に総括担当者又は主任担当者として携わったものを記入すること。
※ 住宅確保要配慮者向け賃貸住宅供給促進計画の策定・改定に係る業務について、「同種業務の実績あり」、「類似業務のみ実績あり」、「ともに実績なし」のいずれかを選択すること。また、同種業務の実績がある場合は、同種業務欄のみ記入し、類似業務欄の記入は不要。
※ 同種業務欄には、発注機関が国又は都道府県である住宅確保要配慮者向け賃貸住宅供給促進計画の策定・改定に係る業務のうち、代表的なものを一つ記入すること。
※ 類似業務欄には、発注機関が県内市町である住宅確保要配慮者向け賃貸住宅供給促進計画の策定・改定に係る業務のうち、代表的なものを一つ記入すること。
※ 当時の役割については、総括担当者、主任担当者のいずれかにチェックすること。
【様式４－５】
主任担当者の業務実績
（県営住宅整備・管理計画改定業務）

担当者名：

（☐ 同種業務の実績あり　☐ 類似業務のみ実績あり　☐ ともに実績なし）
	同　種　業　務
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	

	類似業務（同種業務の実績がない場合のみ記入）
	業 務 名
	
	実施年度
	

	
	発注機関
	
	当時の役割
	☐ 総括担当者　☐ 主任担当者

	
	業務概要
	


※ 本様式には、業務実績として過去10年間（平成27年度から令和６年度までに業務が完了したもの）に総括担当者又は主任担当者として携わったものを記入すること。
※ 公営住宅の整備・管理計画の策定・改定に係る業務について、「同種業務の実績あり」、「類似業務のみ実績あり」、「ともに実績なし」のいずれかを選択すること。また、同種業務の実績がある場合は、同種業務欄のみ記入し、類似業務欄の記入は不要。
※ 同種業務欄には、発注機関が国又は都道府県である公営住宅の整備・管理計画の策定・改定に係る業務のうち、代表的なものを一つ記入すること。
※ 類似業務欄には、発注機関が県内市町である公営住宅の整備・管理計画の策定・改定に係る業務のうち、代表的なものを一つ記入すること。
※ 当時の役割については、総括担当者、主任担当者のいずれかにチェックすること。
【様式５－１】
経　費　見　積　書
業務の名称　　今後の住宅政策の在り方検討調査業務委託
(1) 直接人件費
	業務の種別
	技師長
	主任技師
	技師Ａ
	技師Ｂ
	技師Ｃ
	技術員

	今後の住生活の在り方検討のための各種調査及び基礎資料の作成
	
	
	
	
	
	

	兵庫県住生活基本計画等の改定計画素案の策定に向けた検討支援
	
	
	
	
	
	

	人　員　計
	
	
	
	
	
	

	単価（人・日）
	
	
	
	
	
	

	金　額
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	小　計
	円

	改め計
	円


(2) 直接経費
	種　別
	内　容
	金　額

	業務報告書印刷
	
	円

	
	
	円

	合　計
	
	円


(3) その他原価

　円
(4) 一般管理費等

　円
(5) 小計

　円
(6) 消費税等相当額（(5)の10％）

　円
(7) 総　　　　計

　円
【様式５－２】
経　費　見　積　書
業務の名称　　県営住宅整備・管理計画の見直し等策定業務委託
(1) 直接人件費
	業務の種別
	技師長
	主任技師
	技師Ａ
	技師Ｂ
	技師Ｃ
	技術員

	ひょうご県営住宅整備・管理計画の見直し策定
	
	
	
	
	
	

	県営住宅長寿命化計画の見直し策定
	
	
	
	
	
	

	人　員　計
	
	
	
	
	
	

	単価（人・日）
	
	
	
	
	
	

	金　額
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	小　計
	円

	改め計
	円


(2) 直接経費
	種　別
	内　容
	金　額

	印刷費
	県営住宅整備・管理計画見直し素案
（A4版　くるみ製本　一部カラー）
	円

	
	県営住宅長寿命化計画見直し素案
（A4版　くるみ製本）
	円

	合　計
	
	円


(3) その他原価

　円
(4) 一般管理費等

　円
(5) 小計

　円
(6) 消費税等相当額（(5)の10％）

　円
(7) 総　　　　計

　円
【様式６】
質　　疑　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　兵庫県知事　 齋 藤  元 彦　 様
　　　　　　　　　　　申 請 者　　法人等所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　法人等名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名

　「今後の住宅政策の在り方検討調査」及び「県営住宅整備・管理計画の見直し等策定」業務委託公募型プロポーザルについて、以下のとおり質問します。
	番
号
	資料名・ページ
	内　　　　　容

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	


【様式７】
応　募　辞　退　届
令和　　年　 月　 日
兵庫県知事　 齋 藤  元 彦　様
住所

名称又は商号

代表者氏名

印
　「今後の住宅政策の在り方検討調査」及び「県営住宅整備・管理計画の見直し等策定」業務委託公募型プロポーザルについて、都合により応募を辞退します。
